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経過措置適用会社の計画期間（再掲）

流通株式時価総額（１００億円以上） ： ２２７社
流通株式比率（３５％以上） ： ３８社
売買代金（０.２億円以上／日） ： ７７社
合計（重複除く） ： ２６９社

プライム市場プライム市場

スタンダード市場スタンダード市場

グロース市場グロース市場

流通株式時価総額（１０億円以上） ： １３６社
流通株式比率（２５％以上） ： ７３社
株主数（４００人以上） ： １１社
合計（重複除く） ： ２００社

流通株式時価総額（５億円以上） ： ５社
流通株式比率（２５％以上） ： ２１社
時価総額（10年経過後40億円以上） ： １７社
合計（重複除く） ： ４１社

注：別途、８社が移行後の判定で適合確認、３３社が自社試算ベースで適合した旨を公表

注：別途、８社が移行後の判定で適合確認、１６社が自社試算ベースで適合した旨を公表

注：別途、６社が移行後の判定で適合確認、５社が自社試算ベースで適合した旨を公表

～１年
（2022年4月～

2023年3月）

１～2年
（2023年4月~

2024年3月）

２～３年
（2024年4月~

2025年3月）

３～４年
（2025年4月~

2026年3月）

４～５年
（2026年4月~

2027年3月）

5年～
（2027年4月~）
※最長2032年3月

累積
(全市場合計)

注：計画期間は新市場区分移行日からの期間。複数の基準に適合していない場合、最長の計画期間を採用

基準ごとの適合していない会社数基準ごとの適合していない会社数 計画期間の終了時期の分布計画期間の終了時期の分布

5 ~  6年:22社
6 ~  7年: 4社
7 ~  8年: 2社
8 ~  9年: 1社
9 ~10年: 1社

注：2022年12月末時点

 経過措置適用会社は５１０社 (２０２２年１２月末時点）

※新市場区分への移行後、７６社が基準に適合・１２社が非公開化に伴い取り下げを行い、新たに４１社が上場維持基準に
不適合となり適用対象となっている。
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経過措置適用会社の市場評価（再掲）

～１年
（2022年4月～

2023年3月）
(n=11)

１～2年
（2023年4月~

2024年3月）
(n=23)

２～３年
（2024年4月~

2025年3月）
(n=83)

３～４年
（2025年4月~

2026年3月）
(n=45)

４～５年
（2026年4月~

2027年3月）
(n=34)

5年～
（2027年4月~）

(n=19)

移行前に
適合

(n=16)

【参考】
プライム
市場全社

（経過措置適用会社除く）
(n=1,521)

+173% +145% +231% +105%+274% +67%+93%

ー65% ー62% ー75% ー54%ー85%

時価総額の変化
移行判定日時点
(2021年6月末)

⇓
直近

(2022年9月末)

適合計画の終了時期

流通株式時価総額基準（100億円）未達企業の時価総額の変化（プライム市場）流通株式時価総額基準（100億円）未達企業の時価総額の変化（プライム市場）

中央値

p75

p25

最小値

最大値

平均値

注:ｐ75は下位から75%に位置する企
業、ｐ25は下位から25%に位置す
る企業の数値を示す

注:移行判定時に流通時価総額100億
円未満の会社を集計。移行判定後
に上場廃止となった会社は除く

計画期間が長いほど減少率が大きく、
3年超の平均値は市場平均を下回るマイナス

注：計画期間は新市場区分移行日からの期間

計画期間が短いほど増加率が大きく、
3年以内の平均値はプラス

 移行後３年以内に適合する計画を開示した会社の時価総額は増加傾向にある一方、３年超の計画を
開示した会社の時価総額は市場平均を下回り減少傾向


